
Ｐ５コーナーＰ５コーナー
（株）Ｐ５では、経営計画策定、保険・不動

産等の資産運用、相続対策業務、パソコ

ンの購入及び指導、貴社のホームページ

の作成・ドメインの取得、計算書類の公告

のお手伝いをしております。

社用車をEVに

社用車の入れ替えで、電気自動車は

どうでしょうか。

令和7年度補正予算で、電気自動車

（EV）等の購入を後押しする「CEV補助

金」に約1,100億円が計上されました。

今回の目玉は補助上限額の大幅アップ

です。

普通乗用EV・・最大130万円

PHEV ・・ 最大85万円

軽EV ・・ 最大58万円

たとえば、軽自動車タイプの電気自

動車(日産サクラ・定価230万円など)は

約57万円、街乗り向けの電気自動車(日

産リーフ・定価4～500万円)は最大129

万円、SUVタイプの電気自動車(トヨタ

bZ4X・定価500万円)は最大130万円

が補助されます（定価は概算）。

ガソリンと電気の両方で走るプラグ

インハイブリッド車(三菱アウトランダ

ー・定価600万円など)も、約83万円の

対象です。中古車や事業用のトラック

・タクシーは対象外ですが、営業車や

役員車として使う乗用車であれば、法

人・個人事業主どちらでも申請できま

す。

申請窓口の次世代自動車振興センタ

ーでは令和8年3月31日から受付が始ま

っており、車両の新規登録日から原則

1か月以内が申請期限です。導入を決め

たら、速やかな手続きをおすすめしま

す。なお、受給後は4年間の保有義務が

あり、期間内に手放す場合は事前の届

出と補助金の返納が必要になりますの

でご注意ください。

税務面では、補助金は受け取った年

度の収入になりますが、車両代に充て

た金額まで圧縮記帳（取得価額を減少

させます）という方法で税負担を先送

りできます。適用には申告書への記載

が必要となります。

また令和7年度補正予算では、充電・

充てん設備等導入促進補助金が510億円

計上されています。このうち、充電設

備の第1期分については申請を終了して

いますが、戸建て住宅向けの充電用コ

ンセントについては、現時点で申請を

受け付けています。

事務所・Ｐ５より・・

編集後記 梅雨明けが待ち遠しい一方で、明けたら明けたでうだるような

暑さがやってくるのだと思うと素直に喜べませんが。せめて体調だけは崩さ

ぬよう、上半期の疲れをどこかでリセットしつつ、下半期も気持ちよくスタ

ートを切りたいものです。 編集発行 株式会社プランニングファイブ(P5)
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令和8年7月１日
防衛力強化財源

梅雨明けが待ち遠しい今日この頃、

皆さまいかがお過ごしでしょうか。

このところ、世界各地から大きな自

然災害のニュースが立て続けに届きま

す。今年6月だけを振り返っても、ベネ

ズエラ北西部でマグニチュード7級の地

震が連続して発生し、甚大な被害が伝

えられました。同じ時期には中国・新

疆や青海でも揺れが観測され、国内で

も山梨県や青森・岩手で震度6弱・5弱

を記録するなど、文字どおり「地球の

あちこちが揺れている」ような印象を

受けます。

もちろん、地震そのものは昔から世

界中で起き続けているものですし、

「今年は特に多い」と断言できるほど

厳密な統計を見つけることはできませ

んが、ニュースの登場頻度という体感

ベースで言えば、昨年に比べて「同じ

月に複数の地域で大きな揺れ」という

パターンが目につくように思います。

豪雨や干ばつ、日本各地で出没して

いるクマ、オーストラリアで発生して

いるサメやフロリダやメキシコのワニ

による事故のニュースも含め、自然と

の距離感を考え直させられる出来事が

重なっている年、というのが正直な印

象です。

加えて、SNSやニュースアプリの発達

により、以前なら地元でしか話題にな

らなかったようなローカルな事故の情

報まで、瞬時に世界中に広がるように

なったことも、このような災害や事故

の体感を強めている一因かもしれませ

ん。情報が増えた分、私たちの受け止

め方も少しずつ変わってきているので

しょう。

こうした話題はとかく深刻になりが

ちですが、せっかくの巻頭言ですので、

ここは少し肩の力を抜いて。「備えあ

れば憂いなし」とはよく言ったもので、

この機会にご自宅の非常持ち出し袋の

中身を点検してみる、家具の転倒防止

グッズを買い足してみる、といった小

さな一歩を踏み出すには良いタイミン

グかもしれません。

事務所でもそろそろ、山積みになっ

た書類の整理をしないと崩れ落ちそう。

季節柄、体調を崩しやすい時期でも

あります。蒸し暑い日が続きますが、

水分補給を忘れずに、夏を元気に乗り

切ってまいりましょう。

HPリンク⇒pdfで作成し

ています。下線部分は

元資料にリンクできま

す。

https://www.cev-pc.or.jp/hojo/pdf/R7ho/R7ho_meigaragotojougen_2.pdf
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2026年7月の税務・総務予定

（税務）

＊所得税等の予定納税（1期分）

納期 令和8年7月1日(水)

～7月31日(金)まで

減額申請は、7月15日(水)まで

＊固定資産税等の第2期分の納付

（普通徴収）の納付

７月中の条例で定める日

茅ヶ崎市 7月31日

東京23区 9月30日(1期 6月30日）

（総務他）

＊令和8年度労働保険の年度更新

6月1日(月)から７月10日(金)まで

COVID-19・Influenza関連のデータは

ホームページ(HP)に掲載しております。

令和8年度税制改正について国
会審議録から ―基礎控除の引き
上げと防衛特別所得税
今年度の税制改正に関する国会審議

は、日程の都合もありかなり短くなっ

てしまいました。もちろん例年でも税

制以外の審議も同日に行われるためと、

税務の本丸以外の質疑が多いため、本

当に必要な内容はほとんど出てきませ

ん。また最近は、この審議録の公表も

かなり遅くなっています。

その中から、私たちの生活に特に関

わりの深い二つのテーマ、「基礎控除

の引き上げ」と「防衛特別所得税の創

設」を取り上げてご紹介します。

基礎控除の引き上げ
―年収665万円で「逆転現象」も

令和7年度税制改正で創設された基礎

控除の特例では、所得税の課税最低限

は103万円から160万円に引き上げられ

ました。今回の令和8年度改正では、こ

れをさらに178万円まで前倒しで引き上

げました。

給与収入665万円（給与所得488.5万

円）以下の方は、基礎控除(本則62万円

＋特例42万円)が104万円まで拡大され

ました。年収500万から600万円程度の

方では、令和7年度と比べて40万円近い

引き上げになるとの答弁もありました

（衆議院財務金融委員会 令和8年3月6

日大島敦委員）。これまで所得階層に

応じて4区分に分かれていた特例の仕組

みも、今回は簡素化されています。

一方、給与収入がこの665万円を超え

ると、基礎控除は一気に67万円まで下

がります。この境界線をまたぐと手取

りが逆転しかねないとして、大島敦議

員は委員会で「年収665万円前後で基礎

控除に37万円もの差が出るのは、公平

性の観点から問題があるのではない

か」と指摘しました。政府参考人はこ

れに対し、「所得控除という税制の仕

組み上、一部に減税額のばらつきが生

ずることは事実」としつつ、「働き控

えへの対応と、物価上昇の中で足下厳

しい状況にある中低所得者の手取りの

増加を図るという観点から」の見直し

であると説明しています。

また、今回の改正では、基礎控除を

今後2年ごとに消費者物価の総合指数に

連動させて見直す仕組みも新たに導入

されます。片山財務大臣は「物価が上

昇すると控除の実質的な価値が減少し、

結果として実質的な税負担が増加する

という課題が従前よりあった」と述べ、

この解消を図るものだと説明しました。

対象は「ごく一部の高所得者を除きま

して全ての納税者」とされており、幅

広い層に関係する見直しといえます。

適用は令和8年12月1日からですので、

給与所得者は年末調整で対応します。

年の途中で亡くなられた方などが行う

準確定申告については、本年11月30日

以前に提出した場合は今回の引き上げ

が適用されませんので、昨年と同様に

後で更正の請求で救済されます。

新設される「防衛特別所得税」、復
興特別所得税とセットで
今回の改正案では、防衛力強化の財

源として「防衛特別所得税」が創設さ

れます。令和9年1月から、所得税額に

対して税率1％の付加税として課される

ものです。政府試算によれば、税収は

令和8年度で約380億円、令和9年度で約

2,630億円と見込まれています。

防衛力整備には令和5年度から9年度

までの5年間で43兆円が必要とされ、そ

のうち税制措置による財源は法人税・

たばこ税・所得税の三本柱で確保する

方針が、令和4年の与党税制調査会で決

定されていました。

法人税とたばこ税の見直しは先行し

て法制化された一方、所得税分は

「103万円の壁」引き上げの影響を見極

める必要があるとして、これまで検討

が続けられてきた経緯があります。

もっとも、家計への配慮から、防衛

特別所得税の創設と同時に、復興特別

所得税の税率が1％引き下げられます。

片山財務大臣は「足下で家計の負担が

増加しないように」配慮したものと説

明しています。ただしこれに伴い、復

興特別所得税の課税期間は10年間延長

され、令和29年までとなります。従来

の「今を生きる世代が連帯して負担す

る」という復興財源の理念が後退する

のではないかとの懸念も委員会では示

されました。

これに対し、委員会では、「防衛力

強化に必要とされる毎年1兆円の財源は、

防衛特別法人税やたばこ税の見直しに

よって確保可能である」として、「所

得税に新たな負担を課さなくても、財

源は確保できるのではないか」との反

対意見も出されており、今後も議論が

続きそうなテーマです。

防衛力強化財源 （単位 億円）
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（https://www.shonantax.jp/）

項目 令和8
年度

令和9
年度

平年度

1. 防衛特別法人税

の創設（令和8年4
月施行）

5,760 9,230 8,690

2. たばこ税の見直

し（令和8年4月施

行）

440 1,160 2,120

3. 防衛特別所得税

の創設（令和9年1
月施行）

380 2,630 2,560

合計 6,580 13,020 13,370

https://www.nta.go.jp/publication/pamph/koho/campaign/r8/Jul/02.htm
https://www.city.chigasaki.kanagawa.jp/zei/koteishisanzei/1003727.html
https://www.tax.metro.tokyo.lg.jp/shitsumon/real_estate/o
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https://www.mof.go.jp/tax_policy/publication/brochure/zeisei26.html
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